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①

予備費
支出額

第１項
建 設 改 良 費

第５項

第１款
資 本 的 支 出

小 計
地方公営企業法第２６
条の規定による繰越額
に 係 る 財 源 充 当 額

補 助 金

営業外費用
第４項

予 備 費

　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　算

地方公営企業法第２４条
第３項の規定による支出額
に 係 る 財 源 充 当 額

小 計

補 正 予 算 額

　(注) 資本的収入額が資本的支出額に不足する額825,481,093円は、過年度分損益勘定留保資金

令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市
（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

区 分

　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

第１款 下 水 道 事 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

第１項

地方公営企業
法 第 ２ ４ 条
第３項の規定
による支出額

支 出

区 分
補正予算額

営 業 収 益

第１款
下水道事業費用

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

流    用
増 減 額

当 初 予 算 額
予 備 費
支 出 額

△40,677,954
第１項

第２項

当 初 予 算 額

営 業 費 用

資 本 的 収 入

区 分

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

第１款

区　　　分

第９項

地 方 公 営 企 業 法
第２６条の規定によ
る 繰 越 額

小   計
流　用
増減額

第２項
△ 1,659

企業債償還金

支 出

第８項 その他資本的収入

第５項

貸 付 金

投資その他資産

予 備 費
第７項

第６項

第１項 企 業 債

補正予算額

貸 付 返 還 金

第４項

負 担 金

第６項 他 会 計 補 助 金

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

当初予算額



－5－

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

備　　　考

予算額に比べ
決算額の増減

備　　　考

△ 409,370,122

△ 245,900,000

△ 241,965,000

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△ 46,853,054

備　　　考

　　　　　　　　　額

決 算 額継 続 費 逓 次
繰越額に係る財
源 充 当 額

合 計

不 用 額

翌　年　度　繰　越　額

　額

決 算 額
合 計

決　算　額 不 用 額
地方公営企業
法 第 ２ ６ 条
第２項の規定
による繰越額

　　　額
地方公営企業
法 第 ２ ６ 条
第２項の規定
による繰越額

合 計

（単位：円）

　　　　額

備     考

　　79,471,504円、当年度分損益勘定留保資金746,009,589円で補てんした。

うち、仮払消費税及び地方消費税

うち、仮払消費税及び地方消費税

継続費逓
次繰越額 合 計

決 算 額

（単位：円）

（単位：円）

継 続 費
逓 次
繰 越 額

地方公営企業法
第２６条の規定
に よ る 繰 越 額

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

△ 7,556,582

△ 2,545,000

（単位：円）

合 計
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１

２

　

３

４

下 水 道 使 用 料

ポ ン プ 場 費

営 業 外 収 益

業 務 費

総 係 費

営 業 損 失

②　令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書 

営 業 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

（ 令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで ）

（単位：円）

普 及 促 進 費

営 業 費 用

他 会 計 負 担 金

管 渠 費

減 価 償 却 費

支払利息及び企業債取扱諸費

流 域 下 水 道 管 理 費

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 営 業 外 費 用

営 業 外 費 用

他 会 計 補 助 金

当年度未処分利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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③　令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

　 剰　余 

資　本　剰　余 

受贈財産
評価額

受益者負担金
他会計
補助金

国庫補助金

前年度末残高

前年度処分額

当年度変動額

当年度末残高

④　令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書

（単位：円）

当年度末残高

(繰越利益剰余金)

処分後残高

資  　本
剰 余 金

未処分利益
剰　余　金

資　本　金

当年度純利益

資　本　金

条例による処分額

議会の議決による処分額

条例による処分額

処分後残高

議会の議決による処分額

建設改良積立金への積立
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（単位：円）

 金

府補助金
資本剰余
金合計

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余
金合計

(前年度繰越利益剰余金)

(当年度未処分利益剰余金)

 金

資 本 合 計利　益　剰　余　金
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（単位：円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

　

イ

ロ

△ 3,883,787

△ 920,000

構 築 物

△4,719,843,011

減価償却累計額

△31,148,459,573

　　⑤　令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表
（ 令 和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

有形固定資産

建 物

土 地

減価償却累計額

減価償却累計額

固定資産合計

工具、器具及び備品

減価償却累計額

建設仮勘定

機械及び装置

△ 1,313,980,022

減価償却累計額

車両及び運搬具

施設利用権

長 期 貸 付 金

基 金

有形固定資産合計

無形固定資産合計

無形固定資産

投 資 そ の 他 資 産

資 産 合 計

投資その他資産合計

現 金 預 金

未 収 金

貸倒引当金

流動資産合計

△ 1,682,810

固 定 資 産

流 動 資 産
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イ

イ

イ 賞与等引当金

イ 長期前受金

収益化累計額

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

府補助金

繰 延 収 益

資 本 金

利益剰余金

剰 余 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

資本剰余金合計

剰余金合計

国庫補助金

資本剰余金

受益者負担金

△16,225,050,709

引 当 金

流動負債合計

長期前受金

預 り 金

繰延収益合計

企 業 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固定負債合計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

充てるための企業債

流 動 負 債

建設改良費等の財源に

負　　　債　　　の　　　部

充てるための企業債

建設改良費等の財源に

固 定 負 債

受贈財産評価額

繰入金

未 払 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金 合 計
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　８年～５０年

構築物　１５年～５０年

機械及び装置　１０年～３０年

車両及び運搬具　４年～６年

工具、器具及び備品　４年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

施設利用権　５０年

（２）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなってい

るため、退職給付引当金は計上していない。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支

払に備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注　　　記
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２．貸借対照表関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま

れる額は１１，８３１，１１５千円である。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

重要な非資金取引の内容

当年度、受贈財産として受け入れた資産の額は１１８，５１６，８６０円である。

４．セグメント関連

本市公共下水道事業は、単一セグメントであるため、記載を省略している。

５．その他

（１）賞与等引当金の取り崩し

　　　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福

　　利費の支払いに充てるため、賞与等引当金６，２７７，０５２円を取り崩した。

（２）貸倒引当金の取り崩し

　　　当事業年度末において、未収使用料収益及び未収受益者負担金の不納欠損に

　　よる損失が生じたため、貸倒引当金１，２０１，０００円を取り崩した。
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１．概　　　　要

（１）総　括　事　項

（イ）　業　務　状　況

（ロ）　建　設　事　業　の　状　況

（ハ）　財　政　状　況

① 　収益的収支（消費税抜き）

ことによるものであり、収支差し引きでは159,480,011円（前年度80,823,973円）の

純利益を計上することになった。

② 　資本的収支（消費税込み）

79,471,504円、当年度分損益勘定留保資金746,009,589円で補てんした。

の一部43,415,932円を負担した。

本年度における総収益は、 円で前年度（ 円）に

営業外費用が 円の減少、また、特別損失が 円の皆減になった

その内訳は建設改良費 円（前年度 円）、企業債償還金

1,876,350,565円（前年度2,132,115,081円）であった。

なお、資本的収支の不足額 円については、過年度分損益勘定留保資金

円減少した。これは営業費用が 円増加したものの、

人減少した。その結果、本年度の普及率は前年度と同水準の となり、

また、水洗化率は となり、前年度 に比べ 向上した。有収水量

したものの、営業外収益が 円増収したことによるものである。一方、

人減少した。水洗化人口については、 人で前年度 人 に比べ

は、 ㎥で前年度 ㎥ に比べ ㎥の減少となった。

本年度末の処理区域内人口については、 人で前年度 人 に比べ

また、流域下水道建設費負担金として、南大阪湾岸南部流域下水道等の建設費

更新工事では、機械設備や電気設備の更新など、委託料165,700,000円で実施した。

と市内管渠布設工事など、工事費 円を実施した。また、ポンプ場

建設改良事業については、管渠布設工事ではフェニックス地区整備工事

⑥ 令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 報 告 書

事 業 費 用 が 円 で 前 年 度 （ 円 ） に 比 較 し て

比較して 円（ ％）増加した。これは営業収益が 円減収

前年度 円）であった。一方、資本的支出は 円で

本年度における資本的収入は 円で前年度（ 円）に

前年度（ 円）に比較して、 円（ ％）増加した。

負担金 円（前年度 円）、他会計補助金 円

比較して 円（ ％）増加した。主な内訳は、企業債 円

（前年度 円）、国庫補助金 円（前年度 円）、
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（４）　職　員　に　関　す　る　事　項

現在員 　８人　（令和４年３月３１日）　（　　）兼任

区分

職名
部　長 理　事 次　長

下水道課

合　計
課　長 課長補佐 総務係 事業係

会計年度
任用職員

事務職員

人 人 人 人 人 人 人 人 人

（１） （１）

2 1 1 4

技術職員
1 1 2 4

計
（１） （１）

1 3 1 2 1 8

(２)　経　営　指　標　に　関　す　る　事　項　

<経営指標の推移＞

％ ％ ％ ％ ％

令和２年度から地方公営企業法を適用したため、令和元年度以前の数値は記載していません。

(３)　議　会　議　決　事　項　

(４)　職　員　に　関　す　る　事　項　

現在員 ８人 （令和４年３月３１日）（　　）兼任

任用職員

人 人 人 人 人 人 人 人 人

令和3年6月17日 令和3年6月17日

管 渠 老 朽 化 率

更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ、継続的に健全な下水道経営に努めてまいります。

増の48.2％、管渠老朽化率は、本市の下水道施設は経過年数が50年に満たないため0となって

おります。これらは将来の施設の改築や更新の必要性が比較的高いことを示していることから、

経 常 収 支 比 率

経 費 回 収 率

-

有形 固定資産減価償 却率

令和4年3月17日

番 号 件　　　　　　　　　　　名 提出年月日

認定第  ３号 令和２年度泉大津市下水道事業会計決算認定の件 令和3年9月8日 令和3年9月27日

報告第１２号 令和２年度泉大津市下水道事業会計予算の繰越しの件

任

用

職

員

総

務

係

議決年 月日

報告第２０号 専決処分報告の件（損害賠償の額の決定及び和解の件） 令和3年12月9日 令和3年12月9日

議案第２５号 令和４年度泉大津市下水道事業会計予算の件 令和4年2月21日

課
長
補
佐

区
分

職
名

会

計

年

度

事

業

係

事
務
職
員 ２ １

（１）

４

（１）

１
技
術
職
員 １ １ ４２

（１） （１）

１ ２ １１ ８
計

３

合

計

部

長

理

事

次

長

平成 29年度 平成 30年度

下 水 道 課

課

長

-

-

-

-

- -

-

- -

105.2

115.8

46.9

0.0

106.7

114.6

48.2

0.0

令和３年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度に比べ、

1.5ポイント増の106.7％となり、健全経営の水準とされる100％を上回っています。また、使用料

の114.6％となり、汚水処理費用が使用料で賄えている状況を示す100％を上回っています。 一方、

で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを示す経費回収率は、前年度に比べ、1.2ポイント減

償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度に比べ、1.3ポイント

-

令 和 ３ 年 度

-

令和元年度 令和 ２年度
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着 工 年 月 日

委 託 料 請負工事費 計 竣 工 年 月 日

管渠布設工事 円 円 円
φ200㎜ 290ｍ 令和2年10月12日
φ250㎜ 21ｍ 令和5年3月17日予定
φ1,200㎜ 169ｍ
φ1,800㎜ 150ｍ

管渠布設工事 令和2年11月27日

φ200㎜ 247ｍ 令和4年9月30日予定
φ1,000㎜ 131ｍ

令和3年11月26日
422㎡ 令和4年2月25日

1,008ｍ

422㎡

令和2年6月10日

1式 令和4年6月30日予定

耐震工事 1式 令和2年6月10日

電気設備工事 1式 令和5年3月31日予定

機械設備工事 1式

着 工 年 月 日

竣 工 年 月 日

円

舗装復旧工事

小　  　計

管渠、公共桝、取付管等の補修工事

工　事　内　容

ポ
ン
プ
場
整
備
費

汐見ポンプ場更新工事

小　  　計

工 事 費

管
渠
整
備
費

フェニックス
地区整備工事

区
分

工 事 区 分 件 数 工 事 内 容

下水道管渠布設工事

合　　　計

　(２) 保 存 工 事 の 概 況   

区
分

管
渠
費

２．　工　　　　事

　(１) 建 設 改 良 工 事 の 概 況   

合　　　　　　計

舗装復旧工事

機械設備工事

小松雨水ポンプ場更新工事

工　事　費

令和3年4月1日
令和4年3月31日

管渠等補修工事

工　事　区　分 件数



－17－

３．　業　　　　務

(１) 業　務　量

人 人

人 人

％ ％

人 人

人 人

％ ％

世帯 世帯

㎥ ㎥

(２) 事 業 収 入 に 関 す る 事 項

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

2．

4．

2．

1．

2．

4．

5．

△ 1.2

△ 2.6△ 27,404,689

率

△ 14,021,886

△ 1,197

年　度 本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

下 水 道 使 用 料

営 業 収 益

△ 0.5

他 会 計 負 担 金

その他の営業収益

△ 58,887,000

△ 5,171 △ 54.2

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

△ 7.4

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

計

区　　　　　分

行 政 区 域 内 人 口

（ B ）

（ C ） ７１，２１９ ７１，７３４

年 度 末 整 備 済 人 口

普 及 率

令和４年３月３１日現在 令和３年３月３１日現在

７３，４６６ ７４，０９５

６４，５０５ ６４，６７９

９０．６ ９０．２

７１，３３０ ７１，９３６

９７．１ ９７．１

３０，４６４

６，８１８，５２２ ６，９９６，９７１

処 理 区 域 内 人 口

水 洗 化 人 口

水 洗 化 率

水 洗 化 世 帯

年 間 有 収 水 量

３０，６７６

（ D ）
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(３) 事 業 費 用 に 関 す る 事 項

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

2．

1．

2．

△44,221,216

皆減

支払利息及び企業債取扱諸費

特 別 損 失

△48,538,315

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

その他営業外費用

営 業 外 費 用

流域下水道管理費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ 0.2△ 731,132

皆減

△5,535,665

本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

営 業 費 用

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 率金　　　　　額 構　成　比

△10,461,569 △30.3

△3,019,684 △ 5.1

△ 12.4

計 2,396,045,139 2,429,300,624 △ 1.4△33,255,485

年　度
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　　　(ロ)　一　時　借　入　金

  他会計からの補助金等特定収入の判定を要する不課税収入の使途

円 円 円

金　　額

資本的収入 他会計補助金 他会計補助金

収益的収入

使　途　の　特　定

課税仕入以外に充当
（特定収入以外）

課税仕入に充当
（特定収入）

営業収益 雨水処理負担金

営業外収益 他会計補助金

５．　そ　の　他

合　　　　　計

区　　　　分

借  入  先 前 年 度 末 残 高 本 年 度 借 入 高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円

地方公共団体金融機構

財 務 省 円

㈱ り そ な 銀 行

大阪府市町村振興協会

大 阪 信 用 金 庫

㈱ 三 井 住 友 銀 行

㈱ 池 田 泉 州 銀 行

計

前 年 度 末 残 高 本 年 度 最 高 借 入 残 高 本 年 度 末 残 高

円 円 円

４．　会　　　計

　企業債及び一時借入金の概況

　　　(イ)　企　　業　　債

大 阪 府

㈱ 南 都 銀 行

日本郵政公社 簡易生命保険資金
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⑦　固　定　資　産　

　　　(１)　有　形　固　定　資　産　明　細　書

　　　(２)　無　形　固　定　資　産　明　細　書

建設仮勘定

計

年度当初現在高

円

資産の種類

土 地

建 物

構 築 物

機械及び装置

車両及び運搬具

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

円 円 円

年度末現在高

工具、器具及び備品

当 年 度 減 少 額資 産 の 種 類

施 設 利 用 権

当 年 度 増 加 額

円

年度当初現在高

計

円円
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明  細　書

減 価 償 却 累 計 額
年度末償却未済高

当年度増加額 当年度減少額 累　　　　　計

円 円 円 円

当年度減価償却高 年 度 末 現 在 高

円 円
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⑧　　　企　　　業　　　債　　

公共下水道事業 平成 円 円 円

公共下水道（特別分）

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 臨 時 特 利 分 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 臨 時 特 利 分 ）

流域下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 特 別 分 ）

公共下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 臨 時 特 利 分 ）

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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明　　　細　　　書

円 円 ％ 令和 財 務 省

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

日本郵政公社 簡易生命保険資金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利 率 償還終期 借 入 先
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流域下水道事業 平成 円 円 円

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 特 別 分 ）

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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円 円 ％ 令和 公 営 企 業 金 融 公 庫

大 阪 府

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

大 阪 府

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

大 阪 府

大 阪 府

大 阪 府

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先
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公共下水道事業 平成 円 円 円

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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円 円 ％ 令和 大 阪 府

大 阪 府

大 阪 府

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

日本郵政公社 簡易生命保険資金

日本郵政公社 簡易生命保険資金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

日本郵政公社 簡易生命保険資金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先
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公 共 下 水 道 事 業 （ 府 貸 借 換 債
大 阪 府 振 興 協 会 特 別 貸 付 金 ） 平成 円 円 円

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

下水道借換債（流域）

下水道借換債（流域）

下水道借換債（流域）

下水道借換債（流域）

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

資本費平準化債

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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円 円 ％ 令和 大阪府市町村振興協会

財 務 省

地方公営企業等金融機構

地方公営企業等金融機構

地方公営企業等金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先
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下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債） 平成 円 円 円

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

公共下水道事業

流域下水道事業債

資本費平準化債

公 共 下 水 道 事 業
（公営企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（公営企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（公営企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（公営企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

下 水 道 借 換 債 資 本 費
平 準 化 債 及 び 特 別 措 置 分 ）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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円 円 令和 池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

三 井 住 友 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

三 井 住 友 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

未 償 還 残 高 利率 償還終期 借 入 先発 行 価 額
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公共下水道事業 平成 円 円 円

流域下水道事業

下 水 道 事 業
資 本 費 平 準 化 債

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業 令和元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業

流域下水道事業

下 水 道 事 業
資 本 費 平 準 化 債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
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円 円 ％ 令和 地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

池 田 泉 州 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

大 阪 信 用 金 庫

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

り そ な 銀 行

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

三 井 住 友 銀 行

三 井 住 友 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

南 都 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先
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公共下水道事業 令和 円 円 円

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

下 水 道 事 業
資 本 費 平 準 化 債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公共下水道事業

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

合　　　計

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高
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円 円 ％ 令和 池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

南 都 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先
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(単位：円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息及び配当金

支払利息

預り金の増減額（△は減少）

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

受益者負担金等による収入

基金への積立てによる支出

基金の取崩し等による収入

貸付による支出

貸付の回収による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

344,243,858

243,942

1,401,314,909

481,810

⑨　令和３年度泉大津市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（ 令和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

△ 292,052

△ 626,338,961

116,008,666

159,480,011

△ 4,373

△ 1,876,350,565

△ 870,000

254,010,000

△ 1,173,150,565

439,326,016

743,418

62,740,239

185,421,256

△ 785,779,337

△ 77,772,780

973,125,545

4,373

1,317,365,030

△ 747,791

△ 344,243,858

△ 39,469,030

121,070,000

248,161,495

397,163,000

385,446,276

703,200,000
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⑩　　参  　考 　 資 　 料

（注）

本文中

「法２４－３による支出額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額」。

「法２４－３財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額に係る財源充当額」。

「法２６による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額」。

「法２６財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額に係る財源充当額」。

「法２６－２による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額」。

「継続逓繰財源充当額」とあるのは、「継続費逓次繰越額に係る財源充当額」である。
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令和３年度泉大津市下水道

（１）収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 法24-3財
源充当額 合　　計

　1　下水道事業収益 2,624,327,000 2,624,327,000

　1　営業収益 1,292,103,000 1,292,103,000

1 下水道使用料 1,155,141,000 1,155,141,000

2 他会計負担金 136,852,000 136,852,000

4 その他営業収益 110,000 110,000

　2　営業外収益 1,332,224,000 1,332,224,000

1 10,000 10,000

2 他会計補助金 734,374,000 734,374,000

4 長期前受金戻入 597,839,000 597,839,000

5 雑収益 1,000 1,000

2,624,327,000 2,624,327,000

受取利息及び
配当金

目

収　益　合　計

区　　　　分 予　　　算　　　額
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事業決算報告書明細

単位（円）

予 算 現 額 決　算　額

2,661,298,060 36,971,060 105,772,910

1,245,249,946 △ 46,853,054 100,743,086

1,108,173,988 △ 46,967,012

1 下水道使用料 1,155,141,000 1,108,173,988 100,743,086

136,852,000 0

1 他会計負担金 136,852,000 136,852,000

223,958 113,958

1 手数料 110,000 223,958

1,416,048,114 83,824,114 5,029,824

4,373 △ 5,627

2
その他受取利
息及び配当金

10,000 4,373

734,374,000 0

1 他会計補助金 734,374,000 734,374,000

626,338,961 28,499,961

1 長期前受金戻入 597,839,000 626,338,961

55,330,780 55,329,780

1 雑収益 1,000 55,330,780 5,029,824

2,661,298,060 36,971,060 105,772,910

(款）　　１　下水道事業収益 （項）　　　１　　営業収益

節
うち、仮受消費税
及び地方消費税

費　　目
決  算  額

予算額に比べ
決算額の増減
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

１ 下水道事業費用 2,616,845,000 0 2,616,845,000

1 営業費用 2,171,579,000 △ 40,677,954 2,130,901,046

1 管渠費 46,437,000 339,378 46,776,378

2 176,348,000 △ 1,798,426 174,549,574

目

ポンプ
場費

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

2,616,845,000 2,504,969,165 111,875,835 50,143,279

2,130,901,046 2,044,109,053 86,791,993 50,134,519

46,776,378 25,637,961 21,138,417 1,557,229

1 給料 4,159,000 4,158,300

2 手当等 3,057,000 3,040,578 23,828

3
賞与等引当金繰
入額

1,164,000 0

4 法定福利費 1,426,378 1,426,378

11 旅費 25,000 0

12 備消品費 98,000 0

13 材料費 379,000 6,226 566

17 燃料費 29,000 21,690 1,972

20 修繕費 553,000 32,990 2,890

23 通信運搬費 15,000 14,031 1,275

25 委託料 23,647,000 12,180,322 1,107,301

26 賃借料 10,000 4,416 397

29 保険料 207,000 139,030

30 工事請負費 12,000,000 4,609,000 419,000

35 公課費 7,000 5,000

174,549,574 169,165,074 5,384,500 13,856,930

1 給料 8,178,574 7,371,600

2 手当等 5,006,000 4,751,049 23,518

3
賞与等引当金繰
入額

2,394,000 1,500,000

5 法定福利費 2,679,000 2,514,310

12 備消品費 446,000 159,717 14,518

15 光熱水費 2,006,424 1,857,745 168,911

16 動力費 12,105,000 11,072,379 1,006,495

20 修繕費 5,820,848 4,945,600 449,600

23 通信運搬費 827,000 725,906 64,722

24 手数料 53,000 38,828 3,528

25 委託料 133,269,728 133,382,023 12,125,638

29 保険料 330,000 219,641

32 負担金 1,434,000 626,276

(款）　　１　　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

3 20,263,000 1,459,048 21,722,048

4 業務費 54,351,000 54,351,000

5 総係費 61,030,000 61,030,000

普及促
進費
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額

21,722,048 19,256,790 2,465,258 318,982

１ 給料 7,687,500 7,687,500

2 手当等 4,456,328 4,456,328 38,992

3
賞与等引当金繰
入額

1,851,000 1,500,000

4 法定福利費 2,482,220 2,482,220

9 報償費 23,000 780

12 備消品費 10,000 0

19 印刷製本費 503,000 35,200 3,200

23 通信運搬費 197,000 123,492 11,220

25 委託料 398,000 397,430 36,130

26 賃借料 2,524,000 2,523,840 229,440

34 助成金 1,590,000 50,000

54,351,000 54,017,765 333,235 4,910,705

1 委託料 54,351,000 54,017,765 4,910,705

61,030,000 56,272,091 4,757,909 541,180

. 1 給料 9,091,000 7,372,703

2 手当等 5,557,000 4,689,260 17,683

3
賞与等引当金繰
入額

2,451,000 2,000,000

4 法定福利費 2,581,000 2,561,487

7 報酬 1,813,000 1,709,916

11 旅費 427,000 249,260 22,651

12 備消品費 44,000 43,917 3,986

19 印刷製本費 104,000 45,600 4,145

23 通信運搬費 21,000 0

25 委託料 5,470,000 4,433,088 403,008

26 賃借料 866,000 865,200 64,080

29 保険料 35,000 34,970

32 負担金 30,593,090 30,576,790 9,454

33 研修費 464,910 177,900 16,173

36
貸倒引当金繰入
額

1,512,000 1,512,000

(款）　　１　　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

6 351,599,000 351,599,000

7 1,448,409,000 △ 40,677,954 1,407,731,046

8 13,142,000 13,142,000

440,266,000 40,677,954 480,943,954

1 360,012,000 360,012,000

2 80,000,000 80,000,000

3 254,000 40,677,954 40,931,954

4 予備費 5,000,000 5,000,000

1 予備費 5,000,000 5,000,000

2,616,845,000 0 2,616,845,000

流域下
水道管
理費

支払利
息及び
企業債
取扱諸
費

消費税
及び地
方消費
税

2 営業外費用

減価償
却費

資産減
耗費

費　用　合　計

その他
営業外
費用
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額

351,599,000 318,444,463 33,154,537 28,949,493

1 負担金 351,599,000 318,444,463 28,949,493

1,407,731,046 1,401,314,909 6,416,137

1
有形固定資産減
価償却費

1,356,476,046 1,351,210,750

2
無形固定資産減
価償却費

51,255,000 50,104,159

13,142,000 0 13,142,000

1 固定資産除却費 13,142,000 0

480,943,954 460,860,112 20,083,842 8,760

360,012,000 344,243,858 15,768,142

1 企業債利息 358,012,000 344,243,820

3 一時借入金利息 2,000,000 38

80,000,000 75,684,300 4,315,700

１
消費税及び地方
消費税

80,000,000 75,684,300

40,931,954 40,931,954 0 8,760

1
その他営業外費
用

40,931,954 40,931,954 8,760

5,000,000 0 5,000,000

5,000,000 0 5,000,000

1 予備費 5,000,000 0

2,616,845,000 2,504,969,165 111,875,835 50,143,279

(款）　　１　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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（2）資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 小　　　計 法26財源充当額
継続逓繰財
源充当額 合　　計

１ 資本的収入 2,153,391,000 2,153,391,000 215,397,000 2,368,788,000

１ 企業債 915,600,000 915,600,000 33,500,000 949,100,000

1 企業債 915,600,000 915,600,000 33,500,000 949,100,000

４ 補助金 469,975,000 469,975,000 26,000,000 495,975,000

1 国庫補助金 469,975,000 469,975,000 26,000,000 495,975,000

５ 負担金 238,738,000 238,738,000 155,897,000 394,635,000

1 負担金 238,738,000 238,738,000 155,897,000 394,635,000

６　他会計補助金 397,163,000 397,163,000 397,163,000

1
他会計補助
金

397,163,000 397,163,000 397,163,000

８　その他資本的収入 123,615,000 123,615,000 123,615,000

1
その他資本
的収入

123,615,000 123,615,000 123,615,000

９　貸付返還金 8,300,000 8,300,000 8,300,000

1 貸付返還金 8,300,000 8,300,000 8,300,000

2,153,391,000 2,153,391,000 215,397,000 2,368,788,000資本的収入合計

区　　　　分 予　　　　算　　　　額

目



－47－

予 算 現 額 決　算　額

1,959,417,878 △ 409,370,122 43,905,444

703,200,000 △ 245,900,000

703,200,000 △ 245,900,000

1 企業債 949,100,000 703,200,000

254,010,000 △ 241,965,000

254,010,000 △ 241,965,000

1 国庫補助金 495,975,000 254,010,000

483,231,460 88,596,460 43,905,444

483,231,460 88,596,460 43,905,444

1 工事負担金 394,172,000 482,959,900 43,905,444

2 受益者負担金 463,000 271,560

397,163,000 0

397,163,000 0

1 他会計補助金 397,163,000 397,163,000

121,070,000 △ 2,545,000

121,070,000 △ 2,545,000

1
その他資本的
収入

123,615,000 121,070,000

743,418 △ 7,556,582

743,418 △ 7,556,582

1 貸付返還金 8,300,000 743,418

1,959,417,878 △ 409,370,122 43,905,444

(款）   1   資本的収入 （項）　　１　　企業債

単位（円）

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

節 うち、仮受消
費税及び地
方消費税費　　目



－48－

支　　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額
継 続 費 逓
次 繰 越 額

流用増減額 小　　計 法２６による繰越額 合　　　計

　１　資本的支出 3,019,453,000 0 3,019,453,000 215,397,000 3,234,850,000

　1　建設改良費 1,138,482,000 0 1,138,482,000 215,397,000 1,353,879,000

1 管渠整備費 769,692,000 △ 12,648,032 757,043,968 163,397,000 920,440,968

2
ポンプ場整備
費

328,900,000 9,122,100 338,022,100 52,000,000 390,022,100

4
流域下水道
建設負担金

39,890,000 3,525,932 43,415,932 43,415,932

目

区　　　分 予　　　　算　　　　額



－49－

単位（円）

法２６による繰越額
継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

2,784,898,971 381,263,000 381,263,000 68,688,029 81,682,248

906,930,615 381,263,000 381,263,000 65,685,385 81,682,248

680,092,583 174,663,000 174,663,000 65,685,385 61,060,611

1 給料 3,702,000 3,701,700

2 手当等 2,258,265 2,200,996

3
賞与等引当
金繰入額 985,000 985,000

4
法定福利
費

1,124,735 1,124,735

11 旅費 37,000 7,350 664

12 備消品費 415,670 306,818 27,888

14 被服費 39,330 39,330 3,574

17 燃料費 33,000 29,134 2,648

19
印刷製本
費

40,000 26,631 2,421

20 修繕費 61,000 24,220 2,111

25 委託料 65,500,000 31,257,380 2,841,580

26 賃借料 1,105,000 1,034,627 79,260

27
路面復旧
費

8,474,068 2,886,400 262,400

29 保険料 686,000 244,530

30
工事請負
費

809,397,000 634,733,400 57,703,035

31 補償費 26,577,900 1,485,332 135,030

35 公課費 5,000 5,000

183,422,100 206,600,000 206,600,000 0 16,674,735

25 委託料 390,022,100 183,422,100 16,674,735

43,415,932 0 3,946,902

1 負担金 43,415,932 43,415,932 3,946,902

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

節 うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

不　用　額



－50－

支　　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額
継 続 費 逓
次 繰 越 額

流用増減額 小　　計 法２６による繰越額 合　　　計目

区　　　分 予　　　　算　　　　額

　２　企業債償還金 1,876,371,000 △ 1,659 1,876,369,341 1,876,369,341

1 1,876,371,000 △ 1,659 1,876,369,341 1,876,369,341

　５　投資その他資産 0 1,659 1,659 1,659

1 0 1,659 1,659 1,659

　６　貸付金 3,600,000 3,600,000 3,600,000

1 貸付金 3,600,000 3,600,000 3,600,000

　７　予備費 1,000,000 1,000,000 1,000,000

1 予備費 1,000,000 1,000,000 1,000,000

3,019,453,000 0 3,019,453,000 215,397,000 3,234,850,000

その他投資
その他資産

企業債償還
金

資本的支出合計



－51－

単位（円）

法２６による繰越額
継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

節 うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

不　用　額

1,876,350,565 18,776

1,876,350,565 18,776

1
企業債償還
金

1,876,369,341 1,876,350,565

1,659 0

1,659 0

1
その他投資
その他資産

1,659 1,659

1,616,132 1,983,868

1,616,132 1,983,868

1 貸付金 3,600,000 1,616,132

0 1,000,000

0 1,000,000

1 予備費 1,000,000 0

2,784,898,971 381,263,000 381,263,000 68,688,029 81,682,248

(款）   1   資本的支出    （項）　　２　　企業債償還金



－52－

１　基金運用収益金

（収　　入） （支　　出）

２　年度末における基金の状況

現　　金

１　基金運用総括表

（収　　入） （支　　出）

円 ＋ 円 ＝
（収入支出差引残高） （前年度繰越高） （決算年度末現在高）

円

―

運 営 利 子 　― 運営利子 ―

△ 123,868

―償 還 利 子 償還利子

延 納 利 息 　― 延納利息

円

円

円

区 分 金 額

円 ＝

貸 付 金基 金 　―
円

区 分

円 ＋
（収入支出差引残高） （前年度繰越高）

令和３年度　泉大津市下水道事業基金運用状況に関する調書

区 分 金 額 区 分 金 額

円円

第１ 泉大津市下水道基金運用状況に関する調書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

基 金 積 立 金
下水道事業会計繰出金

基金運用収益金

泉大津市環境整備資金貸付基金運用状況に関する調書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

―償 還 元 金 繰 出 金

金 額

収 入 合 計 支 出 合 計

収 入 合 計 支 出 合 計

（決算年度末現在高）

第２

△ 120,198,341



－53－

２　運用状況

３　貸付金額及び償還月別内訳

合 計

２月 ― ―

３月 ― ―

１２月

令和４年 １月 ― ―

１０月 ― ―

１１月

８月 ― ―

９月 ― ―

６月 ― ―

７月 ― ―

円

５月 ― ―

令和３年 ４月 ―
件

―
円

貸 付 内 訳
区　分

償 還 金 額
月　別

件 数 金 額

円 円

区 分
決算年度末現在決 算 年 度 中 決 算 年 度 中
未 償 還 額

円
貸 付 金

円

貸 付 金 額 償 還 金 額
前 年 度 末 現 在
未 償 還 額


